
支援の名称 

地下駅等の浸水対策 

（都市鉄道整備事業費補助（地下鉄補助）、 

鉄道施設総合安全対策事業費補助）

制度の 

趣旨・背景 

地下駅等地下空間は地上に比べ浸水のスピードが速く、一旦浸水が始まれば利用

客の避難が困難となり、鉄道の運行にも大きな影響を与えます。 

このため、各地方公共団体が定めるハザードマップ等により浸水被害が想定され

る地下駅等について、駅の出入口やトンネルの杭口等における浸水対策を推進し、

防災・減災対策の強化を図ります。 

制度の 

内容

都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道） 

■補助率

35％

■対象事業

地下鉄の浸水対策

鉄道施設総合安全対策事業費補助 

■補助率

1/3（地方公共団体の補助する額以内の額）

■対象事業

地下駅又はトンネルへの浸水を防ぐための駅出入口、トンネル坑口、換気口等の

開口部及びトンネル内における止水板、防水扉、浸水防止機等の整備

対象と 

なる方 

都市鉄道整備事業費補助（地下鉄補助） 

・公営地下鉄事業者、東京地下鉄（株） 

鉄道施設総合安全対策事業費補助 

・地下駅を有する鉄道事業者又は軌道経営者（東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客

鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社を除く） 

問い合わせ 

先など 

国土交通省 鉄道局 都市鉄道政策課（都市鉄道整備事業費補助（地下鉄補助）） 

 TEL：03-5253-８１１１（内線：４０４１３） 

国土交通省 鉄道局 施設課（鉄道施設総合安全対策事業費補助） 

TEL：03-5253-８１１１（内線：５７８５８） 

鉄道駅・鉄道施設を強靱化したい 

No.３７ 国土交通省 補助金等 （開始年度）平成２7 年度 
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